
精神保健医療福祉の改革ビジョン  
進捗状況  

（抜粋）   



地域生活支援体系の再編  

施策の基本的方向（ビジョン）  

イ 重層的な相談支援体制の確立  

○ 市町村を基礎に、障害保健福祉圏域、都道府県の3層構造の相談支援体制を標準として、各主  
体の機能強化や基盤整備を促進。  

○ 個々の障害者の処遇について、「自立生活支援計画」を策定する仕組みを導入。障害程度等につ  
いて一定の目安となる尺度を明確にし、各層ごとの機能に応じたガイドラインの作成・普及。  

○ 権利擁護を必要とするケースについて対応可能な枠組みを整備。  
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ア 障害程度等の尺度の明確化  ○障害程度区分の導入【障害者自立支援法】  

O「住宅入居等支援事業（居住サポート事業）」の創設、   
国土交通省の「あんしん賃貸支援事業」との連携  

【障害者自立支援法】  

O「共同生活介護（ケアホーム）事業」の制度化  

【障害者自立支援法】  

イ 住居支援体制の強化  

○障害者雇用促進法の改正による雇用対策の強化  

O「在宅就業障害者支援制度」や「障害者委託訓練事   

業」の実施  

ウ 雇用の促進  

O「就労移行支援事業・就労継続支援事業」の創設  

【障害者自立支援法】  

O「精神障害者ステップアップ雇用奨励金」の創設  

O「障害者就業・生活支援センター」の実施体制の拡充  

エ 就労支援・活動支援体制の強化  
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O「地域生活支援事業」、「短期入所」を法定化  
【障害者自立支援法】  

O「相談支援事業」を市町村の必須事業に位置づける   

など相談支援体制の充実【障害者自立支援法】  

オ 居宅生活支援体制の充実  

○個人単位による支払方式の導入  
【障害者自立支援法】  

○前年度の良好な実績を事業者の報酬に反映する   

仕組みの導入【障害者自立支援法】  

力 社会復帰施設の機能評価と報酬   

体系の見直し  

O「相談支援事業」を市町村の必須事業に位置づける   
など相談支援体制の充実【障害者自立支援法】 

○地域生活支援事業において「精神障害者退院促進   

支援事業」を実施【障害者自立支援法】  

キ 社会復帰意欲を促す相談支援   

体制の整備  

○障害種別にかかわらず市町村が一元的にサービス   

を提供する仕組みの構築【障害者自立支援法】  

ク 市町村を中心とした地域生活   

支援体制への円滑な移行  

3   



精神保健医療福祉の改革ビジョン 進捗状況（抜粋）  

（3）地域生活支援体系の再編  

② 施策の基本的方向  

ア ライフステージに応じた住・生活・活動等の支援体系の再編   

○ 別紙16のように、今後の障害者本人を支える新たな地域生活支援体系として、重層的な相談支援体制を中心に、住・生活・活動の総合的な支援体系を整  
備する。   

○ 障害者のライフステージや障害程度等の違いに応じたサービスメニューの整理、標準的なケアモデルの開発等を行うため、厚生労働科学研究等において、  

基礎的なデータの分析や各種調査等に基づく検討を進め、その成果を関係自治体、関係機関等に提供する。  

イ 重層的な相談支援体制の確立   

○ 相談支援体制については、別紙17のように、市町村による相談支援体制を基礎に、障害保健福祉圏域、都道府県の3層構造（基礎的な生活圏域を考慮す  
ると4層構造）の体制を標準として、各主体の機能の強化や基盤整備を進める。   

○ 重層的な相談支援体制の下、個々の障害者の処遇については、総合的な「自立生活支援計画」を策定する仕組みを導入する。この相談支援の質の向上を  

図るとともに、社会的な合意を得るため、障害程度等について一定の目安となる尺度を明確にし、また各層ごとの機能に応じたガイドラインの作成・普及等を進め  

る。   

○ 相談支援体制の一環として、障害者の地域生活を支援する上で権利擁護を必要とするケースについて対応できるような枠組みの整備を進める。  

ウ 市町村を中心とした計画的なサービス提供体制の整備   

○ 身体障害者、知的障害者と同様、精神保健福祉（在宅・施設）については、市町村が実施主体となることを基本として、その提供体制の整備を進める。  

○ 精神保健福祉に閲し、現在、ノウハウや社会資源が乏しい小規模な市町村については、都道府県や国のバックアップによる知識の蓄積や人材育成、業務の  
アウトソーシングの枠組みの確保等、段階的な環境整備を進める。  

4   



③ 当面の重点施策群  

ビジョン本文  

ア 障害程度等の尺度の明確化  

○ 当面は、生活機能を積極的に評価するという考え方を加味しつつ、GAFを  ○ 障害者自立支援法において、支援の必要度に応じたサービスを提供する仕   
活用するが、将来的には、障害を生活機能というプラス面から捉えるICF（世界  組みとするため、障害程度区分を導入し、その判定を各市町村で実施する仕組   
保健機関二国際生活機能分類）の普及状況や他障害での取り組みとの整合性  みを構築。障害特性をより一層反映できるよう、障害程度区分の見直しを検討   
を図りつつ、市町村等でも実施可能な尺度を整備することが必要である。   中。   

イ 住居支援体制の強化   

○障害者自立支援法により、地域生活支援事業において住宅入居等支援事  
○別紙18のように、障害者の単身入居を推進していくため、緊急時の連絡先 や身元保証を求める住居提供者等のニーズに対応するなど 
、公的な障害者の 住居支援・保証体制を障害保健福祉圏域ごとに確保することを進める 

。  

門の連携を積極的に推進。   

○障害者自立支援法により、介護等を必要とする障害者を対象として、夜間支  
○グループホームが重度の精神障害者にも対応できるよう、24時間の連絡休 制を確保するなど 

、利用者の状態等に応じて機能の強化・分化を進める。また、 社会復帰に向けた自信を高めるため 
、長期入院患者の体験的な利用について 規制緩和等を進める 

。  

き続き検討。   

○障害者自立支援法により、平成18年10月より、施設体系を見直すとともに  
○住まいの場の機能を持つ入所系の社会復帰施設について、利用者の状態 等に応じ 

、できるだけ速やかな地域移行を支援する機能を強化する。  
とした。   

○障害者に係る公営住宅の利用実態等の調査結果や上記の施策の実施状  
○公営住宅法施行令の改正により、平成18年2月より、公営住宅への精神障  

況を踏まえ、公営住宅への精神障害者の単身入居や、グループホームとしての める方ずる 
活用を進策を講。  

○日常生活動作能力や社会適応能力の低下に対する支援が必要な高齢障  
害者にふさわしい生活の場の選択肢となる施設の在り方について、既存の精神  ○ 厚生労働科学研究により、長期入院の高齢者群を含めた実態調査を実施   
療養病床などの社会資源の活用や介護力等を強化した病床などの医療面での  
対応と整合性を図りつつ、その具体像を明確にする。   
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ウ 雇用の促進   

q障害者雇用問題研究会（厚生労働省職業安定局高齢障害雇用対策部長  
の私的懇談会）報告書（平成16年8月）を踏まえ、障害者の雇用義務制度に関  ○ 障害者雇用促進法の改正により、平成18年4月より、精神障害者を実雇用   
し、精神障害者の雇用を実雇用率に算定すること等により、採用後精神障害者  
を含め、精神障害者を雇用している事業主の努力を評価する制度を整備すると  
ともに、在職精神障害者や新規雇用に対する支援を充実させる。   

○在宅就業による就業機会の拡大を図るために、在宅障害者への発注に対  

する奨励、在宅就業支援団体の育成等を行う。   
通じて発注した場合に、特例調整金を支給する在宅就業障害者支援制度を実  
施。   

O「障害者の就労支援に関する今後の施策の方向性」（障害者の就労支援に  
○ 精神障害者の態様に応じて、弾力的に訓練時間等を設定できる「障害者委  

関する検討会議、平成16年7月）を踏まえ、公共職業能力開発施設における障  
害者訓練の拡充や多様な委託先を活用した職業訓練の効果的な実施、障害特  
性に応じた支援の強化を図る。  
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エ 就労支援・活動支・援体制の強化  

○ 既存の福祉工場の規制緩和や機能強化を進めるとともに、企業等での就労  
への円滑な移行が可能となるよう、施設外授産や職場適応訓練等の効果的な  

活用を図る。  

○ 障害者自立支援法により、事業t施設体系の見直しを行い、平成18年10  
月から、就労移行支援事業・就労継続支援事業を創設し、各障害者のニーズに  
あった働く場（活動の場）の提供、一般就労への移行支援を実施。  

○障害者自立支援法により、事業・施設体系の見直しを行い、平成18年10  
月から、就労移行支援事業・就労継続支援事業を創設し、各障害者のニーズに  

○別紙19のように、既存の授産施設等を継続的就労、就労移行支援、自立 訓練 
、、憩いの場と機能面から再編し、標準的なサービス内容等を明確にする。 また 

、複数の機能を小規模な単位で組み合わせて持つことや入所者だけではな  
く地域の障害者への開放を可能とすること、他の手段で代替可能な規制の緩和 進める 
等を。   

、 

学校の空き教室等地域資源の活用も認めるなど、規制緩和を実施。   

○ 多様な利用形態にある精神科デイケアの機能を、患者の症状やニーズに応  ○ 厚生労働科学研究により、精神科デイケアの実態を調査中。精神科デイケ   

じて機能の強化・分化を図る。   アの機能分化について引き続き検討。   

○ハローワークを中心に福祉・教育等関係機関と連携した「障害者就労支援  
○障害者自らがその意欲と能力に応じて職業生活を設計・選択できるよう、雇  
用、福祉、教育等の関係機関からなる総合的な相談支援機能を充実し、一人ひ にっプログラム成 
とり合た総合的な支援を作・実施するとともに、地域資源の連 め 

安定所の機能を強化する。  
携強化を図るた、雇用・就業に関する地域の相談支援窓口としての公共職業  

ング機能を強化。   

○障害者就労支援基盤整備事業を平成18年度から実施し、福祉部門と雇用  
○ 本人のニーズに応じ、企業への雇用等のステップアップを図っていく場合   部門の連携を強化。   

に、福祉部門と雇用部門が就業に関する各種の情報やノウハウを共有するとと  ○（独）高齢・障害者雇用支援機構 障害者職業総合センターにおいて、「就労   
もに、雇用・就衰に向けた職業評価手法を検討する。   移行支援のためのチエッグノスト」を開発し、平成18年9月、就労移行支援事業  

者等に周知。   

○障害者就業・生活支援センターを、平成23年度までに全障害保健福祉圏域  
○地域での就労面と生活面の支援を一体的に行う障害者就業・生活支援セン  

タ一について、公共職業安定所との連携も考慮し、その強化・拡充を図る。  実施体制を拡充する予定。（平成19年度設置数135か所）   
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オ 居宅生活支援体制の充実   

○ ホームヘルプサービスについては、他の障害における同様の仕組みとの均  ○ 障害者自立支援法において、サービス内容に応じた報酬設定と、訪問系   
衡を図りつつ、サービス内容に応じた単価設定、短時間の単価設定等を行う。  サービスにおける国庫負担基準を導入。   

○ 障害者自立支援法において、地域の自主性・ニーズに対応したサービスを  
○専門性を特に必要としない社会参加的なニーズについては、多様な形態・  
主体によるサービス提供を進める。  

ど、身近な活動の場で、多様な形態による支援を推進。   

○ショートステイについて、入院予防的に利用するなど、本人の心身の状況等  
○ 障害者自立支援法において、「短期入所」を法定化し、障害種別にかかわら  

に応じて利用できる選択肢の拡大を図る。また、ショートステイの利用に関する  
人数制限の撤廃等を進める。  

○ 障害者自立支援法において、報酬を日割化し、利用者が一日単位でサービ  
○現在の精神科救急システムに加え、必要に応じ、短期間家庭から離れてケ つ 
アを受けられるシステムにいて具体像を明確にする。  

かわらず提供する仕組みを導入。   

○精神障害者保健福祉手帳に係るサービスの充実を図るため、その信頼性  ○ 精神保健福祉法施行規則の改正により、平成18年10月から、精神障害者   
向上の観点から、現行の様式を見直し、写真を貼付する。   保健福祉手帳の様式を変更し、写真の貼付欄を追加。   

○ 障害者自立支援法の施行により、平成18年10月から、相談支援事業を市  
○障害者の社会的自立を促す面や障害者のエンパワメントの面で非常に有効  

なピアサポート等について、自主性・自立性を尊重しつつ、その振興、活用を図  
る。  相談支援を実施するための「相談支援充実強化事業」を実施。   

○ 各地域で当事者と専門職、ボランティア等が一体となって取り組んで成果を  ○ 障害保健福祉推進事業により、各地域における先進的な事例等を収集し、   
あげている生活支援活動について、情報提供等を行い全国的に普及させるこ  情報提供を行っている。  




